
(

党　派　別 公明２人、国民民主2人、共産１人、無所属14人

令和11年3月30日 19 人 19 人

副市長 鵜沼　聡

上神谷　英典 副議長 熊田　栄

現議員数任　　　　期 条例定数

議　　　　長

地方公共
団体コ－ド

082155 186.79

とよだ　みのる 任 期 令和9年6月17日

豊田　　 稔
就任回数 7 期目8811 歳）

＜＜行行政政組組織織＞＞

＜市長＞－＜副市長＞－
市 長 公 室－秘書課、人事課、企画政策課、まちづくり協働課
総　 務 　部－総務課、財政課、税務課、収納課
市民福祉部－市民課、保険年金課、健康づくり支援課
　　　｜
福祉事務所－高齢福祉課、社会福祉課、子育て支援課
環境産業部－農林水産課、商工観光課、生活環境課、脱炭素推進課
都市建設部－都市建設課、地籍調査課
＜会計管理者＞－会計課

＜消防＞
＜消防本部（消防長）＞－消防課、予防課、消防署
＜消防団＞

＜水道＞－
上下水道部－業務課、施設課

＜教育委員会＞
＜教育長＞－教育総務課、学校教育課、生涯学習課
                   小学校、中学校、図書館

＜病院事業管理者＞－事務部－経営企画課、総務課、医事課
　　　｜
＜病院長＞
　　　｜
＜副院長＞－診療部、医療技術部、看護部、訪問看護ステーション、
　　　　　　　 　 地域医療連携相談室、医療安全管理室、健診室、
　　　　　　 　　 家庭医療センター

＜議会＞
議会事務局

＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局、
公平委員会事務局、固定資産評価審査委員会事務局

②②地地勢勢・・風風土土等等

うち一般行政関係

220

ラスパイレ
ス指数

193

97.2

令和5年4月1日

41,801

（令和２年２月１日）

第３次

2,552

37.7

20,760

17,059

　茨城県の北東端にあり、首都東京まで約180kmの距離に位
置する。茨城県天心記念五浦美術館や、漁業歴史資料館「よ
う・そろー」、中郷温泉「通りゃんせ」など、自然と文化に触れ合
える観光地として発展しつつある。
　活力ある地方都市を目指し、「市民が安心して住めるまち、夢
と希望のもてるまち」の実現に向け、広域的・合理的な土地利
用を進めながら、安全な市民生活、快適な生活環境の保持を
図るとともに、充実した市民福祉や優れた教育と豊かな文化を
享受できるよう、調和のとれた開発を促進している。

あんこう鍋（どぶ汁）、天心焼、自然薯、花園牛、雨情の里
牛、どぶろく、鮮魚、干物、さつま揚げ、ひたち舞（コシヒカ
リ）

276,400

（R5.1.1～12.31）

136

45,795

8,222

事業所数

④④特特産産物物

323

53.4％

－総額・総数

1,027

7,140

179,651

％

－

卸・小売業
（令和４年６月１日）

（令和６年６月１日）

一部事務組合加入事業

昭和30年４月１日   合併　磯原町　華川村
昭和31年３月31日　市制施行
南中郷村　磯原町　関南村
大津町　平潟町　関本村
昭和31年３月31日　名称変更　北茨城市

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
工業用水道　ごみ処理施設

＜＜概概要要＞＞

法適用（上水　工水
病院　　公共下水　漁
業集落排水）

①①沿沿革革

1,238

（R3.1.1～12.31）

総生産額（令和５年度）

89,104

6,511

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

45.8

農家数

3.6 703

％

農業 主業農家数

19,142

10,217

3.7

就業人口（令和２年国調）

％

年間販売額 

％

合計 47,026

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

億円

千円3,103
1,797 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

計

％

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

農業就業人口

製造業

（戸・事業所・人・百万円）

43.049.6

製造品出荷額等

第１次

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

(百万円・人）

事業所数

従業者数

従業者数

49

％

82,343

平成２２年
区分

平成２７年

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

17,042

男

16,966

44,412

22,409

17,080

16,871

女

市町村内
総生産

区分

第２次

②②産産業業構構造造

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

1,524

319-1592

96.2
地域手当
補正後
ラス指数

④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

全職員数
の  推  移

公営事業
会計関係

3,218

528 522

全職員数

535

〈 ＦＡＸ 〉 0293-42-7308
〈 Ｈ Ｐ 〉 https://www.city.kitaibaraki.lg.jp/
〈e-mail〉 kikaku@city.kitaibaraki.lg.jp

類型 Ⅰ－２ ｋ㎡面積

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

令和6年4月1日令和4年4月1日

人
口

北北茨茨城城市市（（ききたたいいばばららききしし））
法人番号 4000020082155

515

一般行政職の
平均給料月額

百円

295

長

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

普通会計関係

市章

（人）

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

〈 住所 〉 北茨城市磯原町磯原1630番地
〈 ＴＥＬ 〉 0293-43-1111

〒 地域指定
辺地（一部区域）
特定農山村（一部区
域）

男

国勢調査

23,168 22,003

有権者数
老齢人口割合

19,037

21,041

③③人人口口・・世世帯帯数数

常住人口

23,858

世帯数 17,042

女

令和２年

19,096

（令和８年４月１日）

38,133

34,122

公営企業
※令和8年３月31日現在
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＜主要課題＞
　・人口減少と少子高齢化への対応
　・市民協働と効率的な行政運営の推進
　・保健・福祉の充実
　・教育の充実と生涯学習・スポーツの推進
　・計画的な土地利用と都市基盤の充実
　・環境の保全と生活環境の向上
　・地域産業の振興と地域活力の向上

＜特色ある行政＞
　・芸術によるまちづくり事業
　・18歳までの医療費無料化
　・小中学校入学祝記念品
　・給食費無償化及び食物アレルギーにより弁当を持参する世帯に対する助成
  ・承継者を必要としない「合葬式墓地」の管理運営
　・十石堀拠点整備
　・脱炭素の推進

か所

内　　　容

シティプロモーションで認知度を高め、
今後立ち上げるファンクラブ会員登録
へ誘導し、体験事業、アートイベントを
通じて関係人口の創出を図る。

病児保育や、特別な配慮を必要とす
る児童や家庭の支援を行う機能を有
する地域の基幹的保育所を市民病院
敷地内に移転新築する。

エネルギーの地産地消を推進するた
めの中核となる自治体新電力会社を
設立し、市内の脱炭素推進と経済の
活性化を図る。

太陽光発電施設
整備事業

Ｒ８
～
Ｒ９

自治体新電力会社に供給する地産電
源の確保を図るため、旧清掃センター
跡地に太陽光発電施設を整備する。

537
（Ｒ８～

９）

315
（R７～

８）

Ｒ８
自治体新電力会
社出資金

Ｒ７
～
Ｒ８

新保育所建設事
業

建築から４０年以上が経過している中
郷第一小学校及び中郷中学校を統合
し、義務教育学校として整備するため
の基本・実施設計を行う。

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

％

概　 算
事業費

汚水処理普及率 ％69.4

（百万円）

百万円

百万円

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

積立金現在高（C)

[23,010]

[5,771]

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

％ ( 350.0 )

[6.7]

632

うち単独

連結実質赤字比率

39.2

△ 293

3.69.2 64

△ 35 △ 1.5

3.6

△ 30.0

11.4

5.2

50.7

△ 5.7

△ 19.4

義務的経費

百万円

百万円

百万円

％

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

[0.666]

[25,031]

(13.15 )

(18.15 )％

％

102.2

財政力指数（令和７年度）

-

0.660

97.9

11,546

21,150

3,349

地方債現在高（A)

標準財政規模（令和７年度）

3,447

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

2プ－ル

41

23323.8

19,971 △ 996－

4,748

3,094

△ 1624.3

9.5

13
（R８）

[7,792]

12.9 ( 25.0 )

普通建設事業費

投資的経費

884

47

△ 940,529

実質収支 655,145

実質単年度収支

市町村民税・個人
（構成比）

5,836

うち臨財債

6,434

3,979

16.5

19.3

4.6

固定資産税
（構成比）

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

人件費

地方税

19,971,300

△ 5.320,591,498

△ 4.7

951地方債

3,391

20,591

うち繰入金

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

21,742,728

20,966,708

歳　　入

区分

歳　　出

令和５年度決算

）( 53.7 [97.4]

）(

438,923

△ 52.5

△ 4.528.4

△ 4.8

構成比

-△ 70,508

-

-

(

市町村民税・法人
（構成比）

市町村税合計
（国保除く）

28.4

6,579,922

）

）

53.7

（ 6.7

（

441,948

3,534,808 3,454,555

％

45.6

病院・一般診療所

6.8 ）

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

か所体育館校

道路舗装率

園

老人福祉施設

97.8

[97.4]

2

6,433,997

99.3

[98.8]

97.7

2,025

1,895

か所中学校 ※１ 校

園

59.4

か所

0児童館 か所校義務教育学校 ※１

保育所 ※１ 2

0

38

か所

道路改良率

1 か所

認定こども園 ※１ ％

5.1

△ 728

△ 445

6.1

うち補助

歳歳　　　　　　出出

2,269

10,111

15.5

扶助費

形式収支

584,637

（百万円・％）

単年度収支 △ 339,263

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

△ 301,745

1,824,235

収入額

620,198776,020 -

（千円・％）

1,878,990

28.6（ ）

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

調定額
徴収率

[  ]は県平均
値

97.1

（千円・％）

令和６年度決算

[97.0]

区分

△ 857

276

小学校 ※１

増減率

期間名　　称△ 869

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

△ 52

△ 276

150

348 8

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

963

増減額

4

図書館

7.5

公営住宅

7

△ 47.4

△ 9.0

△ 15.5

幼稚園 ※１ 4

11

地方交付税

△ 1,152

0.2

△ 336

増減率

歳歳　　　　　　入入 －

決算額区　　分

0.6

△ 5.3

31.2

21,052

94.7上水道等普及率戸

国庫支出金

Ｒ８
～

△ 27.8

10.1

20

公債費

義務教育学校設
計委託料

Ｒ８
151

（Ｒ８）

その他

5
（Ｒ８）

か所公民館等

シティプロモー
ション推進事業△ 41.33.2

・・健健全全化化判判断断基基準準

[17,283]

債務負担行為支出予定額（B)

[93.0]％

[27.8]

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

経常収支比率

将来負担比率

1,220

実質赤字比率

△ 475

1,833

実質公債費比率

-

うち繰出金

その他の経費 7,835

25


